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様式１（細則第２条関係）
平成　　年　　月　　日
研究成果有体物届出書（提供用）
慶應義塾大学
研究連携推進本部長　殿
[届出者]
所属･役職　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名 　　　　　　　　　　　　　　　　　
TEL(内線)　　　　　　　　　　　　　　　　　
e-mail　 　　　　　　　　　　　　　　　　　
慶應義塾研究成果有体物取扱規程第５条および慶應義塾研究成果有体物規程細則第２条の規定に基づき、下記の通り届出します。
１．研究成果有体物について
	1
	成果有体物の名称
	

	2
	成果有体物の種類
	□材料　　　□化合物　　□遺伝子　　□蛋白質　　□細胞　　□微生物
□実験動物　□試作品　　□実験装置　□その他（　　　　　　　　　　　）

	3
	提供者（所属･役職）
	

	4
	創作者（所属･役職・持分）
※複数の場合は全員記載
	

	5
	創作場所（機関名）
	□慶應義塾　　　　□その他：　　　　　　　　　　　　　　　

	6
	創作時期（年）
	

	7
	創作に用いた研究資金
	□国(JST，NEDO等の国の資金による研究推進機関を含む)の研究資金
□慶應義塾からの特定の研究費　　　□企業等との研究契約に基づく研究費
□その他： 

	8
	創作に用いた材料
	□すべて自ら創作した材料、購入した汎用品のみを用いて創作した。
□第三者から提供を受けた材料を用いて創作した。
　(提供者／材料：　　　　　　　　　　　／　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

	9
	公表の有無
	□未公表　　□公表済／（論文・学会・新聞・その他：　　　　　　　　　　）

	10
	特許出願の有無
	□出願なし　　□出願あり　　□出願準備中　　□不明

	11
	成果有体物の価値
※該当するレベルに▲を記載
	創作困難
入手困難
	|-----|-----|-----|-----|-----|-----|-----|-----|-----|
	創作容易
入手容易

	12
	□ 慶應義塾研究成果有体物取扱規程第３条①に該当しない場合、第３条②に基づき成果有体物を義塾に帰属させることを、希望する。

	13
	成果有体物に関する
特記事項
※性質，毒性，安全性等について
	


２．提供先機関について
	1
	提供先機関の名称
	

	2
	提供先機関の種類
	□学術研究機関　　□企業　　□寄託機関　　□その他：　　　　　　　

	3
	使用責任者（所属・役職）
	

	4
	使用目的
	□学術研究　　□産業利用･営利目的　　□その他：　　　　　　　　　　

	5
	手続担当者（所属・役職）
	

	6
	手続担当者
連絡先
	住所
	

	
	
	電話
	

	
	
	e-mail
	


３．提供数量・対価等について
	1
	成果有体物の提供数量
	

	2
	成果有体物の提供対価
	□無償　　　□有償　　　対価　　　　　　　　　円（消費税別）

	3
	提供にかかる経費の請求
※作製手数料，送料，梱包費等
	□請求しない　　　□請求する

	4
	有効期間
	契約締結日　～　　　　年　　　月　　　日まで


※以下、学術研究機関への無償提供の場合のみ回答。（有償提供・寄託の場合は、回答不要。）
４．学術研究機関への無償提供の条件について
	1
	下記2～6記載の一般的な提供条件について　　□修正なし　　　□修正あり （希望する条件を修正してください）

	2
	成果有体物に含まれるもの
	□子孫(progeny)　　　　 □無修飾な派生物（unmodified derivatives）
□改変体（modifications）

	3
	提供の態様
	□譲渡 （所有権は、受領機関に移転する）
□貸与 （所有権は、提供機関に残存する）
　→契約終了後の取扱い： □返却　 □処分　 □返却または処分
□寄託 （所有権は、提供機関に残存する）

	4
	成果有体物の使用により得られた研究成果の公表
	□成果有体物の出所の明示　　　□公表後すみやかに連絡
□公表　　　日前までに連絡　　□公表の時期･方法について個別協議
□その他： 

	5
	成果有体物の使用により得られた研究成果にかかる知的財産の取扱い
	□特許出願等の申請時または申請後すみやかに連絡
□特許出願等の申請　　　　日前までに連絡
□知的財産の帰属、取扱いについて個別協議
□その他： 

	6
	秘密保持期間
	契約締結日より　５年間

	7
	その他
※提供先との合意事項，経緯等について
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